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 １．アンケート調査の概要 

【調査概要】 

調査の時期：平成26年２月20日～３月７日まで 

調査の方法：府内43市町村を対象としたアンケート調査 

調査の内容：空き家問題の有無・具体的事案、空き家施策の取組み状況、所有者や庁内連携上の課題、
国・府等に求める施策など 
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【結果の概要】 

 空き家の問題について、「現在、問題がある」が67.4％と最も多く、次いで「近い将来の問題発生を懸念」
が23.3％。具体的事象としては、「雑草繁茂等に対する住民からの相談増加」が最も多く、次いで、「ゴミの
放置・投棄による異臭・害虫発生」、「外壁材等の落下・飛散」など事故が発生しているが続く。 

 空き家に関連する施策を実施している市町村は一部にとどまる。また、今後も取組みの検討の予定がな
いとする市町村が半数以上ある。 

 空き家対策について、庁内の取り組みや体制等に関しては、「複数課が個別に対応するなど包括な対応
ができていない」、「ノウハウがない」、「担当部署がない」等の課題がある。 

 住民からの問合せ等に関する担当部署に関して、担当部署が全く存在しない市町村が約半数ある。 

 国または府に求める施策としては、「適正管理」、「活用」、「除却」のそれぞれに共通して、「マニュアル・指
針の策定」、「相談窓口の設置」、「補助制度の創設」を求める声がある。また、「適正管理」及び「除却」に
ついては、「税制の見直し」や「指導根拠の位置付けの明確化」などを求める声がある。 

 



 ２．空き家に関連する問題の有無及び具体的事案 

 「現在、問題がある」が67.4％と最も多く、次いで「近い将来の問題発生を懸念」が23.3％。 
 「雑草繁茂等に対する住民からの相談増加」が76.7％と最も多く、次いで、「ゴミの放置・投棄による異臭・
害虫発生」、「外壁材等の落下・飛散」など事故が発生しているという回答が続く。 
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■空き家に関連する問題の有無（N=43、単一回答） 

■空き家に関連する問題の具体的事案（N=43、複数回答） 

現在、問題がある, 67.4% 
近い将来の問題発生を懸念, 

23.3% 

問題はないし、将来的にも心配し

ていない, 4.7% 

その他, 4.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9.3% 

23.3% 

23.3% 

25.6% 

30.2% 

41.9% 

46.5% 

48.8% 

51.2% 

51.2% 

76.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他 

放火などによる空き家での火災や延焼事故が発生 

利活用されない空き家が多く、地域の活性化に支障を来たしている 

空き家への不審者の侵入や不法滞在等が発生 

空き家が老朽化し、倒壊事故が発生 

事故は発生していないが、これらの事故発生を懸念した住民からの相談が増加 

著しく破損、腐食等が生じている空き家が周辺の良好な景観を害している 

空き家があると不安など、空き家に関連する住民からの相談が増加 

強風等による空き家の屋根や外壁材等の落下、飛散事故が発生 

空き家敷地内にゴミが放置・投棄され、異臭や害虫が発生 

空き家敷地内での雑草繁茂、樹木の越境に対する住民からの相談が増加 

（資料）「空き家の有効活用等の促進に関する市町村アンケート』（平成26年３月）」 



 ３．問題事案が発生している・発生が懸念される地域 

 地域の特徴としては、「地域的な特徴は特になし」が39.0％と最も多く、続いて、「郊外戸建住宅地」
26.8％、「密集市街地」17.1％となっている。 
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■問題事案が発生している・発生が懸念される地域（N=43、単一回答） 

2.4% 

7.3% 

7.3% 

17.1% 

26.8% 

39.0% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

農山村・漁村集落 

中心市街地 

その他地域 

密集市街地 

郊外戸建住宅地 

地域的な特徴は特になし 

（資料）「空き家の有効活用等の促進に関する市町村アンケート』（平成26年３月）」 



 ４．空き家実態調査の実施の有無、調査を実施するに当たっての課題 

 実態調査については、「既に実施済み、又は現在実施中」が9.3％、「実施に向けて検討中」が9.3％。さら
に、「今後検討予定」が44.2％。「今後も予定なし」が37.2％ある。 

 実態調査の実施の有無別に「調査を実施するに当たっての課題」をみると、「実施に向けて検討中」の市
町村では、「予算」や「体制」の確保を課題とする市町村が多い。 

 また、「今後検討予定」の市町村では、「空き家の判断が難しい」を課題とする市町村が多い。 
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■空き家実態調査の実施の有無（N=43、単一回答） 

■実態調査を実施するに当たっての課題（N=43、複数回答） 

① 調査予算を確保することが難しい 
② 調査実施に係る庁内の体制を整備・確保することが難しい 
③ どういったエリアを調査したらよいか分からない 
④ どういった空き家について調査したらよいかわからない 

⑤ どういった項目を調査したらよいか分からない 
⑥ 空き家の判断が難しい 
⑦ 実態調査を実施する上で課題はない 
⑧ 実態調査を実施する必要性は感じない  ⑨ その他 

既に実施済み、又は現在実施中, 

9.3% 

実施に向けて検討中, 9.3% 

今後検討予定, 44.2% 今後も予定無し, 37.2% 
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（資料）「空き家の有効活用等の促進に関する市町村アンケート』（平成26年３月）」 



 ５．空き家の有効活用等の促進に関する取組み状況 

 「マイホーム借上げ制度の活用」や「借上げて他用途に活用」「改修費助成」「空き家バンク」「建築基準法
に基づく除却命令」「除却費の助成」などについて、既に取組みを行っている、又は実施を検討している市
町村が一部あるものの、「今後も取組みの検討予定なし」と回答した市町村が概ね半数以上を占めてい
る。 
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■空き家の有効活用等の促進に関する取り組み状況（N=43） 

0.0% 

4.7% 

4.7% 

2.3% 

4.7% 

7.0% 

7.0% 

0.0% 

2.3% 

4.7% 

2.3% 

7.0% 

4.7% 

4.7% 

18.6% 

27.9% 

23.3% 

25.6% 

16.3% 

18.6% 

30.2% 

34.9% 

32.6% 

32.6% 

30.2% 

81.4% 

69.8% 

67.4% 

67.4% 

74.4% 

76.7% 

55.8% 

48.8% 

62.8% 

60.5% 

69.8% 

2.3% 

2.3% 

2.3% 

2.3% 

2.3% 

2.3% 

4.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

空き家の管理代行 

空き家を譲り受け又は借上げ、賃貸住宅として提供 

マイホーム借上げ制度（JTI）の活用 

空き家を譲り受け又は借上げ、住宅以外の用途 

（交流施設、体験宿泊施設等）として活用 

空き家の購入・改修費等の助成・融資・貸付など 

空き家への入居者に対する家賃助成 

空き家情報の提供（空き家バンクの運営等） 

建築基準法等に基づく保安上危険な 

建築物の除却の命令等 

老朽危険空き家等の除却 

老朽空き家等の除却費の助成 

老朽空き家等の除却を促進する税制の活用 

（住宅地特例適用の解除、固定資産税等の減免など） 

現在実施中（既に実施済み含む） 実施に向けて検討中 今後（実施するかを含めて）検討予定 今後も検討予定なし その他 

（資料）「空き家の有効活用等の促進に関する市町村アンケート』（平成26年３月）」 



 ６．空き家所有者が抱える課題と思われるもの【適正管理・利活用・除却】 

 適正管理に関しては、「経済的理由により適正管理が困難」を課題としてあげる市町村が最も多く（62.8％）、続いて「高齢化や遠方居
住等により管理が困難」（53.5％）となっている。 

 利活用に関しては、「所有者不明等の理由による活用意思の決定が困難」を課題とする市町村が最も多く（58.1％）、続いて、「改修
費等が捻出できない」（41.9％）となっている。 

 除却に関しては、「除却費用等を負担できない」を課題とする市町村が最も多く（69.8％）、続いて、「所有者不明等の理由により除却
の意思決定が困難」（67.4％）となっている。 
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■適正管理に関する課題 

2.3% 

4.7% 

4.7% 

14.0% 

37.2% 

44.2% 

48.8% 

53.5% 

62.8% 

0% 20% 40% 60% 80%

空き家の管理を頼む人や事業者

が存在しない・分からない 

その他 

適正管理に関する課題はない 

立地条件や敷地条件、建物の状

況などにより活用が期待できない

ため、適正な管理がなされない 

所有者が遠方居住等により、空き

家の状態を理解していない 

所有者の管理意識や近隣への迷

惑意識が希薄化しており、管理の

必要性を感じていない 

所有者不明や遠方居住、相続人

多数などにより、所有者による管

理意思の決定が困難 

所有者が高齢化や遠方居住等に

より、適正に管理することが困難 

所有者が管理・補修費用を負担で

きない等の経済的理由により、適

正管理が困難 

0.0% 

2.3% 

4.7% 

11.6% 

14.0% 

16.3% 

16.3% 

23.3% 

34.9% 

41.9% 

58.1% 

0% 20% 40% 60% 80%

賃貸や売却するにあたり、近所や集落

の目が気になる 

活用に関する課題はない 

所有者が物置や、盆・暮時に一時的に

利用しているため、活用意向がない 

住宅を売却又は賃貸した場合における

購入者、入居者とのトラブルを懸念 

将来子ども世代等に相続する意向があ

るため、活用意向がない 

住宅を賃貸した場合の家賃水準が低

い、又は売却した場合の価格が安い 

その他 

賃貸や売却するにあたり、誰に相談した

らよいか分からない 

立地条件や敷地条件、建物の状況など

により活用が期待できない 

賃貸や売却のための改修費等が捻出

できない 

所有者不明や遠方居住、相続人多数な

どにより、所有者による活用意思の決

定が困難 

2.3% 

2.3% 

2.3% 

7.0% 

9.3% 

11.6% 

34.9% 

48.8% 

67.4% 

69.8% 

0% 20% 40% 60% 80%

所有者が物置や、盆・暮時に一時的に

利用しているため、除却意向がない 

除却工事を誰に頼んだら良いのか分

からない 

除却に関する課題はない 

接続道路等の幅員が狭く、解体用の重

機等の搬入が困難 

将来子ども世代等に相続する意向が

あるため、除却意向がない 

その他 

空き家を除却すると固定資産税等の特

例措置の対象外となり、保有コストが

上がるため、所有者に除却する動機… 

遠方居住等により、所有者が空き家の

倒壊等の危険な状態を把握していない 

所有者不明や遠方居住、相続人多数

などにより、所有者による除却意思の

決定が困難 

所有者が除却費用等を負担できない 

■利活用に関する課題 ■除却に関する課題 

（資料）「空き家の有効活用等の促進に関する市町村アンケート』（平成26年３月）」 



 ７．庁内の取り組みや体制、連携に関する課題【適正管理・利活用・除却】 

 適正管理に関しては、「複数の関係課が個別に対応するなど包括的な対応ができていない」を課題としてあげる市町村が最も多く
（44.2％）、続いて、「所有者を指導できる根拠（条例）がない」（37.2％）となっている。 

 利活用に関しては、「担当部署がなく所有者等からの問合せに適切に対応できていない」を挙げる市町村が最も多く（67.4％）、続い
て「活用関連制度に関する情報やﾉｳﾊｳを持っていない」（48.8％）となっている。 

 除却に関しては、「所有者を指導する根拠（条例）がない」を課題としてあげる市町村が最も多く（37.2％）、続いて「特定行政庁でな
いため建基法上の措置を講じることができない」（32.6％）及び「包括的な対応ができていない」（32.6％）となっている。 
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■適正管理に関する課題 

4.7% 

9.3% 

9.3% 

11.6% 

11.6% 

18.6% 

20.9% 

20.9% 

27.9% 

30.2% 

37.2% 

44.2% 

0% 20% 40% 60% 80%

財政上の制約から取組むことが困難 

その他 

適正管理に関する課題はない 

担当部署はあるが、人員・ノウハウが

不足し、適切な対応ができていない 

消防や警察など、庁外の行政関連部

署との連携が取れていない 

指導等が必要かどうか等を判断できる

職員・ノウハウがない 

行政の関与について庁内のコンセンサ

スが得られていない 

税情報等が活用できず、所有者に適

正管理を促すことができない 

相談や指導、空き家等の適正管理を

推進するための担当部署がない 

空き家管理関連制度に関する情報や

活用ノウハウを持っていない 

所有者を指導できる根拠（条例）がな

い 

複数の関係課が個別に対応している

など、包括的な対応ができていない 

2.3% 

7.0% 

7.0% 

9.3% 

9.3% 

9.3% 

18.6% 

46.5% 

48.8% 

67.4% 

0% 20% 40% 60% 80%

活用に関する課題はない 

改修の要否等の判断に関するノウハ

ウやマンパワーを持つ関連部署と連携

が取れていない 

財政上の制約から取組むことが困難 

担当部署はあるが、人員やノウハウが

不足し、適切な対応ができていない 

就労や農業、福祉等の生活支援に関

するﾉｳﾊｳやﾏﾝﾊﾟﾜｰを持つ関連部署と

連携が取れていない 

その他 

税情報が活用できず、所有者に活用を

促すことができない 

行政の関与について庁内のコンセンサ

スが得られていない 

空き家活用関連制度に関する情報や

活用ノウハウを持っていない 

担当部署がなく、所有者等からの相談

や情報提供に適切に対応できていない 

■利活用に関する課題 

2.3% 

2.3% 

4.7% 

11.6% 

14.0% 

20.9% 

25.6% 

27.9% 

27.9% 

32.6% 

32.6% 

37.2% 

0% 20% 40% 60% 80%

担当部署はあるが、人員・ノウハウが不

足し、適切な対応ができていない 

消防や警察など、庁外の行政関係部署と

の連携が取れていない 

除却に関する課題はない 

財政上の制約から取組むことが困難 

建築指導、防犯、防災、廃棄物などの関

連部署との連携が取れていない 

その他 

除却指導等が必要かどうか等を判断でき

る職員やノウハウがない 

行政の関与について庁内のコンセンサス

が得られていない 

空き家除却関連制度に関する情報や活

用ノウハウを持っていない 

複数の関係課が個別に対応しているな

ど、包括的な対応ができていない 

特定行政庁ではないため、建築基準法に

基づく措置を講じることができない 

所有者を指導する根拠（条例）がない 

■除却に関する課題 

（資料）「空き家の有効活用等の促進に関する市町村アンケート』（平成26年３月）」 



 ８．住民からの問合せや指導等に関する担当部署 

 住民からの問合せ等の担当部署が決まっている市町村は、「適正管理」については、18市町
村（42％）、「利活用」について、8市町村（19％）、「除却」については、12市町村（28％）となっ
ている。 

 また、「適正管理・利活用・除却のそれぞれに対応する部署がある」市町村は、５市町村
（12％）、「いずれか２つに対応する部署がある」は、７市町村（16％）、「いずれか１つに対応す
る部署がある」は、９市町村（21％）と、約半数が空き家に関する何らかの担当部署があるも
のの、22市町村、51％の市町村では、いずれの担当部署もない状況。 
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■適正管理に関する部署（N=43） ■利活用に関する部署（N=43） ■除却に関する部署（N=43） 
■適正管理・利活用・除却に関する
担当部署設置状況 

決まって

いる, 18, 

42% 決まって

いない, 

25, 58% 

決まって

いる, 8, 

19% 

決まって

いない, 

35, 81% 

決まって

いる, 12, 

28% 

決まって

いない, 

31, 72% 

適正管理・

利活用・除

却のそれぞ

れに対応す

る部署があ

る, 5, 12% いずれか２

つに対応す

る部署があ

る, 7, 16% 

いずれか１

つに対応す

る部署があ

る, 9, 21% 

担当部署が

ない, 22, 
51% 

（資料）「空き家の有効活用等の促進に関する市町村アンケート』（平成26年３月）」 



 ９．国又は府に対して求める施策等について 

 「適正管理」、「活用」、「除却」のそれぞれに共通して、「マニュアル・指針の策定」、「相談窓口
の設置」、「補助制度の創設」を求める声がある。 

 「適正管理」及び「除却」については、「税制の見直し」や「指導根拠の位置付けの明確化」など
を求める声がある。 
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適正管理 活用 除却 

マニュアル・指針の策定（６） マニュアル・指針の策定（３） マニュアル・指針の策定（３） 

相談窓口の設置（３） 相談窓口の設置（３） 相談窓口の設置（１） 

補助制度の創設（１） 補助制度の創設（１） 補助制度の創設（５） 

固定資産税等の税制の見直し（１） 空き家バンク制度の充実・強化（２） 固定資産税等の税制の見直し（４） 

行政指導・処分等の根拠法の整備（１） 総合的な法制度の整備（１） 

個人情報活用の法制化（１） 指導根拠となる通達等の発信（１） 

所有者・管理者への罰則規定の法制
化（１） 

危険空き家判断基準の統一化及び判
定機関の設置（１） 

（括弧内数値は、要望市町村数を示す） 

（資料）「空き家の有効活用等の促進に関する市町村アンケート』（平成26年３月）」 


